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厚生労働省では、「児童福祉法に基づく指定通所支援の事業等の人員、設備及び運営に関

する基準の一部を改正する省令案」について、平成 29 年１月 10 日から同年１月 23 日まで

ご意見を募集したところ、計 208 通のご意見をいただきました。 

お寄せいただいたご意見とそれに対する当省の考え方について、別紙のとおり取りまとめ

ましたので、公表いたします。 

 なお、取りまとめの都合上、いただいたご意見は、適宜要約しております。また、パブリ

ックコメントの対象となる事項についてのみ考え方を示させていただきます。 

ご意見をお寄せいただきました皆様に御礼申し上げます。 



（別紙） 

 

回答 
番号 

御意見の内容 御意見等に対する考え方 

1.  保育士が不足している中、職員の半

数以上を確保することは困難である。 

 今回の改正では、人員配置基準上必要な職員の数

について、保育士だけではなく、児童指導員又は障

害福祉サービス経験者とし、その半数以上について

は保育士又は児童指導員でなければならないことと

するものです。 

 なお、人員配置基準上必要な数は職員全員ではな

く、例えば、定員１０人の事業所であれば２人が人

員配置基準上必要とされ、そのうちの１人が保育士

又は児童指導員のどちらかである必要があります。 

2.  障害福祉サービス経験者について、

どの程度の経験をいうのか。経験年数

を明記すべき。 

 障害福祉サービスの経験については２年以上とす

る旨を省令において規定しています。 

3.  作業療法士や理学療法士も人員配

置基準に加えるべきではないか。 

作業療法士や理学療法士等については、人員配置

基準における機能訓練担当職員としてお示ししてお

り、現行の規定においても、機能訓練担当職員とし

て配置されている作業療法士等が専ら放課後等デイ

サービスの提供にあたる場合には、人員配置基準上

必要な数に含めることができるとされています。今

回の改正においても、従来と同様、作業療法士等を

保育士、児童指導員又は障害福祉サービス経験者の

中に含めることができることとしています。 

4.  人材確保が困難であるため、教員免

許所持者や学校教育法第１条に規定

している学校の勤務経験者でもよい

のではないか。 

現行の規定においても、児童指導員の要件には、

小学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は中等

教育学校のいずれかの教諭となる資格を有する者が

含まれています。 

5.  最近の放課後等デイサービスは介

護経験しかない事業主や大人の障害

者の支援経験しかない人などが多く

なってきていると感じており、障害・

子どものことはわからないなどと言

います。やはり障害児を専門に支援し

てきた者の配置が必要です。厚生労働

省の案は甘過ぎます。 

障害児の支援については、子どもや障害児に対す

る知識・経験を有する者が行う必要があると考えま

す。また、障害の特性に応じた支援に関する知識・

経験についても、放課後等デイサービスにおける支

援を行う上で有益と考えられることから、障害福祉

サービス経験者についても配置できることとしてい

ます。 



6.  施行予定日があまりにも急ではな

いか。経過措置を設ける予定はないの

か。 

放課後等デイサービスの質の向上については、以

前より指摘をいただき、平成 27 年 12 月にとりまと

められた社会保障審議会障害者部会の報告書におい

ても、発達支援等の子どもに関する支援の専門的な

知識・経験を有する者の配置が求められており、今

般、平成 29年１月６日に当該審議会に見直し案につ

いて諮り、了承されました。 

なお、人員配置基準の改正については、既存の事

業所について経過措置を１年設けることとしていま

す。 

7.  今回の改正は賛成だが次の点につ

いても考慮していただきたい。 

・経過措置はあまり長く設けないこ

と 

・無資格者が３年以上放課後等デイ

サービスに従事していれば児童指

導員としてみなされるが、既存の何

もしていない事業所の職員も児童

指導員となってしまい質の向上に

つながらない。 

既存の事業所については経過措置を１年設けるこ

ととしています。 

児童指導員の資格要件に関するご意見について

は、今後の参考とさせていただきます。 

8.  今回の改正は未経験者の就労機会

を奪うこととなるのではないか。 

今回の改正は人員配置基準上必要な数について適

用されるものであり、職員全体に係るものではなく、

人員配置基準を超えて配置されている職員に対して

は適用されません。 

9.  有資格者の配置は直接支援の質の

向上につながるとは言えない。 

医療的ケアが必要な子どもや強度

行動障害など、より配慮が必要な子ど

もを支援しているところ、きちんと療

育をしているところを適切に評価し

てもらいたい。 

支援の評価の在り方については、次期報酬改定の

議論の中で検討してまいります。 

10.  資格の有無を基準とするのではな

く、研修プログラムを作り、それを資

格要件に取り入れる方が質の向上に

繋がるのではないか。 

今回の改正は、人員配置基準上必要な数の職員に

ついて、障害児・児童・障害者の知識・経験を有す

る者の配置を通じて、支援の質の確保・向上を図る

ものです。研修プログラムを作成すべきとのご意見

については、今後の参考とさせていただきます。 



11.  放課後等デイサービスの人員基準

のみ厳しくした場合、児童発達支援に

流れることが考えられる。児童発達支

援についても人員基準を見直す必要

があるのではないか。 

児童発達支援についても支援の質の確保の観点か

らガイドラインの策定を進めております。人員配置

基準については、今回の改正では、喫緊の課題であ

る放課後等デイサービスについて見直しを行うこと

としています。 

12.  運営上問題がある事業所が自己評

価を適切に行うとは思えない。行政に

よる指導を強化するべきではないか。 

今回の改正では、評価を行う事項を基準に規定し、

公表を義務付けることにより、適切な評価を行うこ

とを促しています。自己評価結果等については、都

道府県等における実地指導等でも確認することと

し、事業所に対する指導等に活用していくことを考

えています。 

13.  現状として療育を行っている事業

所と単なる預かりの事業所があり、両

者を同じ基準で評価するのは難しい

のではないかと思われる。 

よって、「療育型」と「預かり型」

に分け、基準や報酬を区別したほうが

良いのではないか。 

ご意見として承り、今後の参考とさせていただき

ます。 

 


